
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 四万十市の人口状況等 
２ 四万十市の産業状況等 
３ 新型コロナウイルス感染症対策 
４ 令和３年度上半期の主な取り組み 
５ 第２期総合戦略の改訂（案） 

［基本目標３] 

若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる 

 

［基本目標４] 

地域に合った小さな拠点をつくり、まちとの連携により

市民のくらしを守る 

令和３年度 
第２回四万十市まち・ひと・しごと創生会議 

［基本目標１］ 

地産外商により安定した雇用を創出する 

［基本目標２] 

新しい人の流れをつくる 

≪第２期≫ 

四万十市まち・ひと・しごと創生総合戦略 
令和２年度～令和６年度 

資料 １ 
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１ 四万十市の人口等 

市町村別人口（R2.10.1） 

１ 日本の人口（国勢調査速報値）について 

128,057,352人
126,226,568人
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全国の人口及び人口増減率の推移

全国人口 5年間の増減率

●日本の人口は 1億 2,622 万 7 千人（R2.10.1 現在） 

●2015 年と比較して 86万 8 千人減少（0.7%減、年平均 0.14%減） 

●1940～1945 年は戦争により人口増減率が減少 

●1945～1950 年は「第１次ベビーブーム」、1970～1975 年は「第２次ベビーブーム」 

●人口増減加率は 2010～2015 年に調査開始後初めて減少となる 

●2020 年の世界の人口は 77 億 9,500 万千人（国際連合の年央推計） 

●上位は、中国 14 億 3,900 万人、インド 13 億 8,000 万人、アメリカ 3億 3,100 万人 

●日本は 11 番目。上位 20 か国で 2015 年～2020 年の人口増減率が減少となっているのは日本のみ 

出典:令和２年国勢調査人口速報集計結果（総務省）をもとに作成 
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百万人 都道府県別人口（2020年）

８都道府県で全人口の 50.7%（6,402 万 6千人） 

東京圏で全人口の約 30%（3,693 万 9 千人） 

東京都は全人口の 11.1%（1,406 万 5 千人） 
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％ 都道府県別人口増減率（2010～2015年、2015～2020年）
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高知県・四万十市人口推移（国勢調査）

高知県 四万十市

2015～2020 年 

人口増加 

2015～2020 年 

人口減少 

増加幅が拡大：埼玉、千葉、東京、神奈川、福岡 
増加幅が縮小：愛知、滋賀、沖縄 
減少から増加に転換：大阪府 
減少幅が縮小：福島、茨木、群馬、山梨、長野 

 2019 年① 2020 年② 
前年比較 
②-① 

 

東京圏 145,576 人 98,005 人 ↓47,571 人  

名古屋圏 ▲11,515 人 ▲12,275 人 ↓760 人  

大阪圏 ▲3,857 人 ▲1,118 人 ↑2,739 人  

←↑出典：住民基本台帳人口移動報告(総務省）
（日本人移動者） 

２ 高知県・四万十市の人口（国勢調査速報値）について
い 
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東京都転入超過数
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●高知県の人口は69万2,065人（R2.10.1現在） 

●2015年と比較して3万6,211人減少（5.0%減） 

●高知県は1985～1990年に人口減少傾向となる 

●県内34市町村全てで人口減少 

●県全体の高知市の人口割合は47.2%（2015年比0.9ﾎﾟｲﾝﾄ増） 
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32,719人 

④香南市 
32,229人 

⑤香美市 
26,556人 

▲20.0%

▲15.0%

▲10.0%

▲5.0%

0.0%

高
知
県

高
知
市

室
戸
市

安
芸
市

南
国
市

土
佐
市

須
崎
市

宿
毛
市

土
佐
清
水
市

四
万
十
市

香
南
市

香
美
市

東
洋
町

奈
半
利
町

田
野
町

安
田
町

北
川
村

馬
路
村

芸
西
村

本
山
町

大
豊
町

土
佐
町

大
川
村

い
の
町

仁
淀
川
町

中
土
佐
町

佐
川
町

越
知
町

梼
原
町

日
高
村

津
野
町

四
万
十
町

大
月
町

三
原
村

黒
潮
町

市町村別人口増減率

2010～2015年
2015～2020年



 - 2 - 
 

0人

20人

40人

60人

80人

100人

120人

140人

160人

180人

0人

3,000人

6,000人

9,000人

12,000人

15,000人

18,000人

21,000人

24,000人

27,000人

1/1 2/1 3/1 4/1 5/1 6/1 7/1 8/1 9/1 10/1 11/1 12/1 1/1 2/1 3/1 4/1 5/1 6/1 7/1 8/1 9/1

新型ウイルス感染症の陽性者数推移

国内陽性者 県内陽性者 内幡多地域

▲210人 ▲220人 ▲238人
▲316人 ▲242人 ▲259人 ▲313人

▲221人 ▲236人 ▲294人

265人 247人 250人 229人 268人 262人 208人 264人 216人 219人

475人
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▲400人

▲200人
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200人
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H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 H31年 R２年
自然増減 出生数 死亡数 出典：人口動態調査（厚生労働省）

 

 
 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 新型コロナウイルス感染症の状況 

第３波 第５波 第４波 第２波 第１波 

アルファ株 

12/21：国内感染 20 万人超 

（10⇒20 万人:２ヵ月弱） 

1/13：国内感染 30 万人超 

（20⇒30 万人:23 日） 

4/9：国内感染 50 万人超 

（約１年３ヶ月） 

8/6：国内感染 100 万人超 

（50 万⇒100 万:約４ヶ月） 

デルタ株 

※県新型コロナ対応ステージ 
①感染観察:緑②注意:黄色③警戒:ｵﾚﾝｼﾞ④特別警戒:赤⑤非常
事態:紫 

1/15～10 月末：国内感染 10 万人超 

（９ヶ月半） 

出典：国内陽性者は厚生労働省「オープンデータ」の数値、県内及び幡多地域陽性者は高知県の発表数値 

R3 R2 

9/30
緊
急
事
態
・
ま
ん
延

防
止
全
面
解
除 

 H25 H26 H27 H28 H29 Ｈ30 Ｈ31 Ｒ２ 
Ｒ３ 

（９月末） 

移住支援登録 66 組 107 組 139 組 192 組 205 組 200 組 194組 112組 94組 

移住組数（人数） 
10組 

（17人） 

6組 

（10人） 

25組 

（54人） 

31組 

（47人） 

29組 

（54人） 

31組 

（49人） 

29組 

（44人） 

28組 

（47人） 

14組 

（27人） 

※移住支援登録（NPO 法人四万十市への移住を支援する会）をした方の移住実績 

四万十市への移住状況 

４ 四万十市の人口移動等 

▲53人 ▲14人 ▲66人
64人

▲165人

23人 ▲7人

▲206人

▲90人 ▲55人
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200人
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H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 H31年 R２年

社会増減 転入者 転出者 出典:住民基本台帳移動報告（総務省）

社会動態の推移 

高知県まん延防止等重
点措置（8/27～9/12） 

+0人
▲80人 ▲38人 +70人 +214人 +381人 +569人 +786人 +988人 +1,188人 +1,391人

35,933人

34,393人

32,548人

30,606人
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2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

差四万十市の人口推計（人口ビジョンベース）

差（社人研－趨勢人口） 趨勢人口 社人研H30推計準拠 戦略人口

国勢調査速報 
(R3.6.25 公表) 

32,719 人 
対戦略人口▲0.25% 
対趨勢人口＋0.5% 

●人口ビジョン５年間 

自然動態の推移 

 2019 年 2020 年 前年比 

東京圏 76 人 80 人 4 人 

名古屋圏 17 人 35 人 18 人 

大阪圏 88 人 101 人 13 人 

四国３県 105 人 129 人 24 人 

高知市 242 人 231 人 ▲11 人 
出典：住民基本台帳人口移動報告(総務省） 

四万十市への転入（地域等） 四万十市からの転出（地域等） 

 2019 年 2020 年 前年比 

東京圏 93 人 88 人 ▲5 人 

名古屋圏 24 人 9 人 ▲15 人 

大阪圏 117 人 106 人 ▲11 人 

四国３県 125 人 159 人 34 人 

高知市 323 人 331 人 8 人 
出典：住民基本台帳人口移動報告(総務省） 
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自然動態・社会動態 １～８月の合計（県人口推計） 

R3 出生数 109 人 R3 死亡数 317 人 R3 自然動態 ▲208 人 

R2 出生数 143 人 R2 死亡数 351 人 R2 自然動態 ▲208 人 

R1 出生数 138 人 R1 死亡数 317 人 R1 自然動態 ▲179 人 

R3 転入数 839 人 R3 転出数 941 人 R3 社会動態 ▲102 人 

R2 転入数 926 人 R2 転出数 994 人 R2 社会動態 ▲68人 

R1 転入数 863 人 R1 転出数 997 人 R1 社会動態 ▲134 人 
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合計特殊出生率 1.64 
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四万十市の婚姻・離婚件数推移等

四万十市婚姻件数 四万十市離婚件数 四万十市婚姻率

高知県婚姻率 全国婚姻率
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出典：国勢調査及び県推計人口

四万十市の若年者数の推移（20～39歳）
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２ 四万十市の産業の状況等 

１ 高知県内の業況判断 
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業況判断D.I.（全産業：高知県内）

単位:｢良い｣－｢悪い｣社数の構成比 ％ポイント 出典:日本銀行高知支店の資料をもとに作成

新型コロナ感染拡大 

※R03/12月期は先行

き 

 

消費税増税(8⇒10%) 

東日本大震災 

景気回復期(ｱﾍﾞﾉﾐｸｽ) 

リーマンショック 
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業況判断D.I.（非製造業:高知県内）

建設 卸売 小売 宿泊・飲食ｻｰﾋﾞｽ
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業況判断D.I.（製造業:高知県内）

食料品 はん用・生産用・業務用機械

※R03/12月期は先行

き 

 

※R03/12月期は先行

き 

 
２ 四万十市の生産・販売・出荷額の状況 ３ 市内総生産額 

市内総生産額 1.05 

市内総生産額（一次

産業） 1.16 

市内総生産額（二次産

業） 1.07

市内総生産額（三次

産業） 1.04

製造品出荷額等

1.67

商業年間商品

販売額 1.22 

製造業現金給

与総額 1.0 

製造業現金給与総

額 1.65 

生産年齢人口 0.83

観光入込客数 0.75

原木生産量 0.93 
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平成 23 年を基

準 

（１とする） 

 産業振興計画 
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13,749 12,090 12,665 12,9843,096
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110,000
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120,000
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百万円

出典:平成30年度市町村経済計算(高知県)第1次産業 第2次産業 第3次産業

 
平成29年度 平成30年度 

県内総生産額 ２兆4,137億円（＋0.5％） ２兆4,190億円 (＋0.2％) 

総生産額が1,000
億円を超える市町
村 

①高知市１兆1,964億円（▲0.5％） 
（※県内総生産の49.6％） 
②南国市  1,919億円（▲2.6％） 
③四万十市 1,142億円（＋0.8％） 

①高知市１兆1,898億円（▲0.6％） 
（※県内総生産の49.2％） 
②南国市  1,986億円（＋3.5％） 
③四万十市 1,148億円（＋0.5％） 

 

 産業振興計画 
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産業分類（中・小） H28年 H29年 H30年 R１年 
前年比 

(R1/H30) 

09食料品製造業 
674,844 
（21） 

728,713 
（24） 

820,721 
（22） 

751,463 
（17） 

91.6% 

091畜産食料品製造業 
539,694 

（4） 
597,221 

（6） 
672,109 

（6） 
617,032 

（6） 
91.8% 

092水産食料品製造業 
X 

（3） 
X 

（3） 
83,118 
（3） 

86,284 
（3） 

103.8% 

093野菜缶詰・果実缶詰・農産
保存食料品製造業 

－ 
（－） 

X 
（1） 

X 
（1） 

－ 
（－） 

－ 

094調味料製造業 
X 

（2） 
14,570 
（4） 

X 
（2） 

X 
（2） 

X 

097パン・菓子製造業 
18,291 
（6） 

21,285 
（6） 

18,747 
（5） 

15,117 
（3） 

80.6% 

099その他の食料品製造業 
35,523 
（6） 

26,041 
（4） 

33,301 
（5） 

21,214 
（3） 

63.7% 

21窯業・土石製品製造業 
172,602 

（5） 
203,909 

（5） 
216,729 

（5） 
153,961 

（5） 
71.0% 

212セメント・同製品製造業 
X 

（3） 
X 

（3） 
X 

（3） 
X 

（3） 
X 

218骨材・石工品等製造業 
X 

（2） 
X 

（2） 
X 

（2） 
X 

（2） 
X 

12木材・木製品製造業 
91,434 
（5） 

80,496 
（4） 

83,748 
（4） 

83,656 
（5） 

99.9% 

121製材業、木製品製造業 
91,434 
（5） 

80,496 
（4） 

83,748 
（4） 

83,656 
（5） 

99.9% 

その他 
358,591 
（18） 

387,640 
（20） 

429,980 
（18） 

411,166 
（19） 

95.6% 

合計 
1,297,471 

（49） 
1,400,758 

（53） 
1,551,178 

（49） 
1,400,246 

（46） 
90.3% 

0.82

0.97 1.11

1.23
1.39

1.54 1.62
1.55

1.10

1.10 1.09 1.10 1.09 1.09 1.13

1.15

1.14

0.63

0.76
0.84

0.98

1.13
1.20

1.27 1.27

0.99

1.06 1.04 1.09 1.07 1.09 1.11 1.06
1.07

0.65 0.71 0.73 0.72

0.84

1.00
0.93 0.93

0.80
0.92 0.94

0.98 0.98 1.02 1.03 1.05 1.01

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3/1 R3/2 R3/3 R3/4 R3/5 R3/6 R3/7 R3/8
年度 全国 高知県 ﾊﾛｰﾜｰｸ四万十所 月別

７ 四万十市製造品出荷額等上位３区分（中分類） 

６ 有効求人倍率 

４ 鉱工業統計指数 
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70.0
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90.0

100.0

110.0

120.0

R2/1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 R3/1月 2月 3月 4月 5月 6月

高知県鉱工業生産指数（季節調整済指数）

製造工業総合 窯業・土石製品工業
木材・木製品工業 食料品工業

(平成27年＝100)

出典:鉱工業生産指数の動向(高知県統計分析課)を

もとに作成

５ 県内の経済概況（消費：令和元年同月比） 
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百貨店・ｽｰﾊﾟｰ販売額 衣料品 飲食料品 ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ販売額
家電大型専門店販売額 ドラックストア販売額 ホームセンター販売額 新車登録・届出台数
主要観光施設入込客数 有料道路利用実績

出典:高知県経済概況をもとに作成

358,591 387,640 429,980 411,166 

91,434 80,496 83,748 83,656 
172,602 203,909 216,729 153,961 
116,859 110,207 

129,865 
119,314 

18,291 21,285 
18,747 

15,117 

539,694 
597,221 

672,109 

617,032 

1,297,471 

1,400,758 

1,551,178 

1,400,246 
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H28年 H29年 H30年 R1年

万円

その他 一般製材、木材チップ製造業など
セメント・同製品、骨材・石工品等製造業 その他の食料品製造業など
パン・菓子製造業 畜産食料品製造業

単位:万円 

※カッコ内の数値は事業所数 

※記号の「－」は該当数値無し、「X」は秘匿とするもの 

令和元年に「食料品製造業」が全体に占める割合は53.7% 
そのうち「畜産食料品製造業」が占める割合は82.1%（全体の44.1%） 

①
食
料
品 

②
窯
業･

土
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③
木
材･

木
製
品 
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[基本目標１] 地産外商により安定した雇用を創出する 

●第１次産業事業持続化応援金 6,870千円 
R2.8.28～10.30 申請者89人（5～20万円）農産物５、畜産物２、林産物２、水産物２品目 

●第１次産業販売促進支援事業 6,318千円 
R2.8.28～R3.3.31 申請16件（50万円、9/10以内）農業13、畜産２、水産１件 

●高収益作物次期作支援交付金 30,832千円（農林水産省） 
売上減少の影響を受けた高収益作物について次期作に前向きに取り組む農業者を支援 
R2年度実績 94件交付（80万円/10a､5.5万円/10a､2.2万円/10a） 
※R3は国と高知県で実施 

●第２次産業事業持続化応援金 4,550千円 
R2.9.1～9.30 35件交付（法人10～20万円、個人5～10万円） 

●第３次産業事業持続化応援金 66,300千円 
R2.6.8～7.10 606件交付（法人10～20万円、個人5～10万円） 

●中小企業振興資金特別分 融資総額2億9,930万円 
R2.5.15～R3.3.31 50事業者へ融資 

●商店街等活性化事業 18,793千円 
R2.6.1～R3.3.31 28件交付（10～100万円、9/10以内） 

●販売力パワーアップ事業 22,645千円 
R2.8.17～R3.3.31 58件交付（50～100万円、9/10以内） 

●はた旅クーポン事業 23,184千円（市負担分） 
R2.8.1～R3.1.31 市内換金状況：44,393枚、22,197千円（44,393枚×500円） 

●四万十市クーポン事業 88,763千円 
R3.1.1～6.30 市内換金状況：令和２年度14,960枚、7,480千円 
             ：令和３年度162,568枚、81,283千円 

※１枚500円だが郷土博物館は440円で換金 

●四万十川自然体験強化事業 4,351千円 
観光需要の回復のため屋外の新規体験型メニューを造成 

●マイナンバーカード普及促進事業 88,412千円 
カード受付期間：R3.1.4～3.31 地域振興券使用期間：R3.1.15～6.30（500円×10枚綴） 
配布冊数：18,072冊（内WESTOSA:1,368冊） 
換金枚数：176,823枚  換金金額:88,412千円（176,823枚×500円） 

[基本目標３] 若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる 

●子育て世帯応援臨時特別給付金 
 R2.6.5～R3.3.31 申請2,631件、支給総額4,466万円（児童1人につき1万円） 

●妊婦特別給付金 
 R2.5.29～R2.8.24 妊婦149名、支給総額1,490万円（定額10万円） 

●地域子育て支援センターＩＣＴ化推進事業《R3.8月～》 
 子育てに悩みを抱えながらもコロナ禍により外出できない方に対し、オンラインでの相談対応
等を行うための環境を整備 

●保健活動環境整備事業《R3.10月～》 
 コロナ感染リスクを抑え、妊産婦の相談対応等の機能を維持するため、ネットを介して双方向
のコミュニケーションができる環境を整備 

[基本目標４] 地域に合った小さな拠点をつくり、まちとの連携により市民のくらしを守る 

●避難所感染拡大防止事業 
 R2.5.29～R2.7.9 指定避難所等に感染防止用品を整備 

●デマンドバスキャッシュレス端末導入 
 R2.8.25～R2.9.30 中村まちバスへのキャッシュレス決裁端末導入 

●地域鉄道事業者運行支援 
 R2.11.24～R3.3.26 安全な運行確保に必要な修繕費を補助 

 

 

 

 

 

令和３年度の主な活用事業〔9/29 時点:予定含〕 

事業費：4 億 6,160 万円・・・うち臨時交付金活用額：配分予定３億 1,427 万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 四万十市の新型コロナウイルス感染症対策 

緊急経済対策・・・・・事業費４億 4,359 万円 

四万十市における新型コロナウイルス感染症対策の概要 
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金関連） 

Ⅰ 感染防止対策と医療体制の整備及び治療薬の開発・・・・・事業費１億 3,200 万円 

Ⅱ 雇用の維持と事業の継続・・・・・事業費２億 971 万円 

Ⅲ 次の段階としての官民を挙げた経済活動の回復・・・・・事業費 6,999 万円 

Ⅳ 強靭な経済構造の構築・・・・・事業費 3,189 万円 

・観光施設感染防止対策（トイレ洋式化、空調整備など）〔4,466〕 

・保育､学校､スポーツ施設感染防止対策（感染防止用資材､施設改修など）〔5,962〕追加予定含む 

・防災、消防施設感染防止対策（トイレ洋式化､空調整備改修など）〔638〕追加予定含む 

・公式 HPリニューアル（情報発信体制整備）〔1,667〕                      など 

Ⅰ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止策 

・新型コロナウイルスワクチン接種協力金〔1,000〕  追加分有 

Ⅱ ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現 

・住民票、印鑑証明コンビニ交付導入〔801〕 

・地域産品販売促進事業〔1,000〕          ・修学旅行キャンセル料支援事業〔760〕 

・四万十市営業時間短縮要請対応雇用継続応援金〔3,800〕 

・成人式検査費助成〔132〕追加予定含む 

・あんしん会食推進の店認証制度支援〔2,000〕予定  ・四万十市新事業開発支援〔2,000〕予定 

・中小企業振興資金(感染症対策特別分)〔100〕予定  ・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対応基金造成〔3,160〕予定 

                                               など 

・まちなかにぎわい創出事業〔1,500〕        ・屋外観光施設整備事業〔2,070〕 

・農業 PR動画制作費〔180〕             ・はた旅クーポン事業Ⅱ〔2,750〕 

・しまんと市民祭花火大会支援〔500〕 

・行政デジタル化推進（行政手続きオンライン化計画策定）〔2,541〕 

・Web 会議環境整備〔473〕 

・地域子育て支援センターＩＣＴ化事業〔100〕                          など 

9月 

9月 

6月 

6月 

6月 

6月 

6月 ※  は６月補正分 
※  は９月補正分 

※端数処理により合計が合わない

場合がある 

9月 

総合経済対策・・・・・事業費 1,801 万円 

6月 

R2～R3総合戦略に関連する主な対策 
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34億円
34.8億円

40.1億円

43.1億円
41.8億円

34.4億円

137人 135人 133人
137人 139人

133人 131人

0億円

20億円

40億円

60億円

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

農業産出額と認定農業者数

農業産出額 認定農業者数

 

●基本目標１『地産外商により安定した雇用を創出する』 
分野 令和３年度上半期  

農 

業 

分 

野 

１ 産地としての維持・強化【P.６】 

⑴ ぶしゅかんの産地化づくり【農AP１】 

・ぶしゅかん普及促進事業 

ブランド化確立等業務（ぶしゅかん生産者組合） 

地域おこし協力隊を配置（9/1）しPR・販促活動を推進 

⑵ 栗の産地再生【農AP３】 

・栗暮プロジェクト  

西土佐橘地区実証農園運営、水田を栗園に転換（0.21ha） 

⑶ 米ナスの振興【農AP４】 

・道の駅でナスフェス開催、ガブっと米ナスキャンペーン 

（西土佐地域産業振興推進協議会）  

⑷ 有望品目の産地強化【農AP５】 

・わさび実証実験２作目管理、レンタルハウス整備事業、 

野菜価格安定事業など 

⑸ 環境保全型農業の普及・啓発 

・環境保全型農業直接支払交付金事業（33ha） 

・環境保全型農業推進事業（19a） 

⑹ 先端技術を活用した園芸施設や園芸システム等の普及促進【農AP

８】 

・次世代園芸ハウス事業化に向け協議を実施 

⑺ 地域内農業者の共同生産体制の構築【農AP13】 

・西土佐地域で米ナスの共同選果の実証実験（JA高知県） 

２ 地元農畜産物の利用・販売促進【P.８】 

⑴ 直販機能の強化【農AP15】 

・ＪＡグリーングランドオープン（４月10日：JA高知県） 

売り場面積は旧施設の1.5倍で幡多地域最大級、イート 

イン完備、２F調理室、駐車スペース増大 

⑵ ブランド化の推進【農AP16】 

・具同小学校でのしまんと農法米の授業等 
・40010日プロジェクトロゴの活用拡大（７月に５類型を追加商標登録） 
食肉、食用魚介類、菓子、パン、海藻類、野菜、果実、清涼飲料、 
日本酒など 

３ 担い手の確保・育成【P.９】 

⑴ 新規就農者の確保育成、認定農業者の育成【農AP20～24】 

・新規就農者、認定農業者への支援やフォローアップを継続 

R3新規就農研修希望０名（研修中:中村２名、西土佐０名） 

認定農業者：131名（R3.3.31） 

⑵ 集落営農の推進【農AP９､10】 

・組織化・法人化への誘導、既存組織のフォローアッ

プ、広域化への協議 

集落営農組織31 法人組織７ 

・地域営農支援事業（上半期分補助予定額） 

ソフト事業１組織、180千円 

ハード事業４組織、21,905千円 

４ 農地の利用促進【P.10】 

・圃場整備、中山間地域等直接支払、多面的機能支払、水田を栗園に転換を継続 

 

４ 令和３年度上半期の主な取り組み（1/4） 

農業産出額 R６目標:45 億円以上、認定農業者数 R６目標:150 人以上 

1,156百万円

1,189百万円

1,237百万円

1,303百万円

1,312百万円

1,301百万円

1,348百万円

8,964百万円

9,333百万円

9,534百万円

9,845百万円

10,287百万円

10,061百万円

10,468百万円

H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 H31年

出典：高知県の園芸（高知県）

農水産物等直販所の状況

四万十市 高知県

ぶしゅかん 26.7t
栗 18.3t

しまんと農法米

52.8t

ゆず 541.0t

米ナス

274.1t

H27 H28 H29 H30 H31 R２

戦略品目等の生産量

ぶしゅかん 13.0ha

しまんと農法米

17.59ha

米ナス 4.52ha

栗 52.2ha
ゆず 44.1ha

H27 H28 H29 H30 H31 R２

戦略品目等の栽培面積

※ぶしゅかんは

新植面積

20組織

29組織

30組織 33組織31組織 31組織 31組織

2法人

5法人
4法人 4法人 4法人 5法人 7法人

0

5

10

15

20

25

30

35

H26 H27 H28 H29 H30 H31 R２

集落営農組織数及び農業経営法人数

集落営農組織数 農業経営を行う法人数

▲4a
▲28a

▲84a ▲42a
▲34a

▲18a▲10a

▲41a

＋69a
＋24a

▲100a

▲60a

▲20a

＋20ha

＋60ha

経営耕地面積規模別面積の増減(R2➝H27)

▲3 ▲17

▲74
▲121

▲34
▲21

▲7 ▲1 ▲5 ＋5 ＋1

▲130

▲80

▲30

＋20

経営耕地面積規模別経営体数（R2➝H27）

888.0ha 726.2ha 547.0ha

473.9ha
505.2ha

517.7ha

1,361.9ha

1,231.4ha 1,064.7ha

1,277 1,042 768 

－

500ha

1,000ha

1,500ha

2,000ha

H22年 H27年 R２年

経営耕地等の状況

借入耕地面積
所有耕地面積
経営耕地のある経営体数

橘実証農園 

農事組合法人入田村 

② ① 

③ ④ 

⑤ ⑥ 

⑦ ⑧ 
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分野 令和３年度上半期  

林 

業 

分 

野 

１ 四万十の山づくり【P.11】 

⑴ 長期視点に立った産地づくり【林AP１～３】 

・提案型集約化施業の推進を継続 

・森林経営管理制度の運営（森林環境譲与税） 

森林所有者意向調査準備業務453筆、意向調査業務278

名、奥鴨川作業道開設360m 

⑵ 林業事業体及び林業技術者の育成支援【林AP９】 

・緑の雇用事業活用（R３新規１名） 

・林業担い手育成支援事業（森林環境譲与税） 

緑の雇用で新規就業者を雇用する事業体を支援：6,480千円（60千円×12月×９名） 

⑶ 兼業型林業事業者の育成支援林【林AP10】 

・原木増産推進事業（バックホウレンタル補助３名） 

⑷ 自伐林家及び集落組織等の育成【林AP11】 

２ 供給体制の強化【P.13】 

⑴ 木材・木工製品の生産の拡大・商品力強化【林AP12】 

・市産材の杉板プランクの製造､販売（リバーベキュープロジェクト） 

３ 市産材の利用促進と販売力の強化【P.13】 

⑴ 木造住宅建築促進【林AP14】 

・市産材利用促進事業の継続（申請見込30件） 

⑵ 市産材の利用促進及び情報発信の強化【林AP15】 

・文化複合施設整備の市産材利用予定量：762.83m3（丸太材積） 

⑶ 四万十ヒノキブランドの確立【林AP18】 

・四万十ヒノキの家見学、宿泊体験 

見学35名、宿泊延べ21組・107名（７月末現在） 

４ 健全な森づくり【P.13】 

⑴ 鳥獣被害対策【林AP21】 

・有害鳥獣捕獲支援、防護ネット設置支援、新規狩猟者の受講料支援の継続 

 

水 

産 

分 

野 

１ 水産資源の回復・生産量ＵＰ【P.14】 

⑴ 天然水産資源の回復・増殖【水 AP１～２】 

・スジアオノリ漁場整備（下流漁協） 

・四万十川自然再生事業（国土交通省､四万十川自然再生協議会） 

アユの産卵場整備やﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査などを継続 

⑵ 栽培漁業等の推進【水 AP３～５】 

・種苗放流の継続（西部､中央､下流漁協） 

アユ、うなぎ、アメゴ 

・ヒトエグサ漁場環境調査（下流漁協） 

・中土佐町川エビ養殖視察（３月）、室戸市ｽｼﾞｱｵﾉﾘ陸上養殖視察（５月） 

⑶ 地域に根差した資源管理の仕組みづくり 

・テナガエビ類の禁漁（９月～３月）継続、禁漁期間の周知 

２ 水産物の加工・販売促進【P.15】 

⑴ 販売力の強化と販路拡大【水 AP11～12】 

・活アユの豊洲市場出荷、四万十鮎ブランド化の取

り組みを継続 

・がねパエリア、あゆパエリア販売開始（鮎市場） 

３ 水産資源を活用した交流の拡大【P.15】 

⑴ 体験教室等の開催【水 AP15】 

・川漁体験、四万十川ガキ体験、水辺の楽校の実施 

 

内水面漁業漁獲量 R６目標:50ｔ以上  海面漁業漁獲量 R６目標:15ｔ以上 

原木生産量 R６目標:75,000 ㎥以上 
木材・木製品製造品出荷額等 R６目標:９億円以上 

23人 21人 18人 13人 10人 10人

39人 45人 50人 52人 53人 49人

29人 34人 35人 39人 36人 47人

40人 37人 39人 40人 39人 31人

85人
101人

117人 116人 118人 114人

216人

238人
259人 260人 256人 251人

0人

50人

100人

150人

200人

250人

300人

H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 H31年

出典）高知県の森林・林業・木材産業

四万十市林業就業者数（年代別）

～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

46,647㎥
75,373㎥

93,790㎥

52,540㎥

57,146㎥

71,945㎥

55,025㎥

755百万円

795百万円

833百万円

855百万円

914百万円

805百万円

837百万円

837百万円

千㎥

20千㎥

40千㎥

60千㎥

80千㎥

100千㎥

H24年H25年H26年H27年H28年H29年H30年 R1年

原木生産量と木材・木製品製造品出荷額等

原木生産量 木材・木製品製造品出荷額等

29,784kg

31,178kg

28,900kg

23,718kg

25,635kg

42,665kg

0kg

10,000kg

20,000kg

30,000kg

40,000kg

50,000kg

H26 H27 H28 H29 H30 H31

特用林産物（しいたけ、木炭）

乾しいたけ 生しいたけ 黒炭 白炭 竹炭

65.0t 62.0t
34.3t

49.0t

37.0t
29.0t

22.0t
17.0t 17.0t 14.0t 13.0t

0.0t

20.0t

40.0t

60.0t

H26 H27 H28 H29 H30 H31

内水面・海面漁業漁獲量

内水面漁業漁獲量 海面漁業漁獲量

16t
25t

16t
27t

16t

15t

4t 4t 3t 3t 3t 3t

0t

10t

20t

30t

H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 H31年

あゆ・うなぎ漁獲量推移

あゆ うなぎ

0.4t

4t

0.3t
3t

0t 0t

18t

11t

5t
7t 8t

3t

0.0t

5.0t

10.0t

15.0t

20.0t

H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 H31年

藻類漁獲量の推移

スジアオノリ ヒトエグサ

室戸市ｽｼﾞｱｵﾉﾘ陸上養殖施設 

杉板プランク 

稚アユ放流 

水辺の楽校 川ガキ体験 

11,248円 10,915円 9,893円 11,415円 11,414円

12,095円

13,637円

14,147円15,032円

14,843円

13,671円
15,862円

15,851円
19,282円

25,172円 25,613円

素材平均単価推移（高知県森林組合連合会）

スギ ヒノキ

文化複合施設市産材利用イメージ 

① ② 

③ ④ 

① ② 

③ 
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分野 令和３年度上半期  

商
工
業
分
野 

１ 顧客に選ばれる商工業の振興【P.16】 

⑴ 商品の販路開拓・販売促進【商 AP４】 

・地域産品販売促進事業（新型コロナ対策事業） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ・EC ｻｲﾄ等の作成及び改修、商品開発・改良等販売促進 

交付決定３件、1,488 千円（補助率 4/5､補助限度額 500 千円） 

２ 中心市街地・商店街等の活性化【P.16】 

⑴ 回遊性と集客力向上のための拠点づくり【商 AP10】 

・中心市街地にぎわい拠点施設を核とした商店街等性化事業 

拠点施設を核とした商店街活性化の協議（月１回）、商店街広報誌・街のﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ制作、イベント実施など 

・文化複合施設整備事業（R5 完成､R6.4 開館予定） 

建設工事開始（6/30、8/5 起工式）、開館に向けての運営準備業務など 

⑵ 日常の賑わいにつながる仕組みづくり 
・チャレンジショップ事業（天神橋商店街振興組合） 
チャレンジャー１名営業中（11 月卒業、下半期は２名出店予定） 

・まちなかにぎわい創出事業（新型コロナ対策事業） 
交付決定１件、891 千円（補助率 9/10 以内、補助限度額 100 万円×連携事業の数

(最大 700 万円)） 

⑶ 経営指導などサポート体制の強化 
・県事業承継・引継ぎ支援センター発足（4/1） 
市内の構成機関:中村商工会議所、四国銀行、高知銀行、高知信用金庫、幡多信用金庫など 

３ 中山間地域の商業機能の確保【P.18】 

⑴ 小さな（田舎）ビジネスの推進【商 AP16～18】 

・西土佐地域産業振興推進協議会を中心とした米ナスの振興（メニュー開発、キャン

ペーン） 

４ 企業誘致【P.18】 

⑴ 情報通信関連産業の誘致促進【商 AP19～21】 

・県と連携した企業誘致活動を継続 

 

 

 

206,541千円

184,443千円
199,712千円

204,588千円

178,957千円

214,190人
189,205人

186,924人 202,307人
161,175人

40

80

120

160

200

240

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

百万円 道の駅よって西土佐売上額及びレジ通過者

売上額 レジ通過者数

8,398 

9,281 

9,572 

10,731 
11,998 

12,975 
14,008 

15,512 
14,002 56,833

67,645 69,071

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

百万円 卸売・小売業年間商品販売額と製造品出荷額等

製造品出荷額等 卸売・小売業年間商品販売額

小売・卸売業年間商品販売額 R６目標:750 億円以上   
製造品出荷額等 R６目標:160 億円以上 

●中心商店街活性化協議会の検証指標（一部抜粋） 

 
H30 

（基準値） 
R1 R2 

R6 

目標値 

はれのば 

入込客数 
－ － 105,611人 120,000人/年 

中心商店街

売上 
8億3100万円 6億9300万円 7億2500万円 9億2500万円 

中心商店街

新規出店数 
２店舗 ６店舗 ５店舗 10店舗(累計) 

※中心商店街売上値は、天神橋商店街の半数以上の店舗の総売上 

※累計値は R1～R6 まで 

568人 522人 448人 793人 391人 463人 571人

1,969人 1,639人 2,059人 1,797人
1,927人 2,227人 2,476人

695人
856人

729人 751人
366人

909人 684人527人 652人 307人 547人

447人

514人 506人378人 467人 409人
574人

487人

599人 590人639人 455人 724人

1,416人
2,590人 895人 997人4,776人 4,591人 4,676人

5,878人
6,208人

5,607人 5,824人

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

5,000人

6,000人

7,000人

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

商店街歩行者通行量（平日）

東下町 天神橋 一条通 京町 大橋通 栄町

141件
377件

743件

542件
304件

136件

14.2% 13.5% 18.6%

20.8%
30.3%

46.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0件

200件

400件

600件

800件

1,000件

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｒ２

商談件数・成約率推移（市関係事業分）

商談件数 成約率

▲28%▲31%▲15%▲3%▲33%

18,839人 21,607人

14,903人

15,605人

22,631人

18,914人
17,319人

17,358人

12,697人

11,545人

15,722人

15,167人

13,527人

14,805人

12,628人

15,146人

15,273人

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

道の駅よって西土佐レジ通過者数

前々年比 平成31年度 令和2年度 令和3年度

はれのばイベント 

ナスフェス 

チャレンジショップ 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
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分野 令和３年度上半期  

観
光
分
野 

１ 滞在型の観光地づくり【P.19】 

⑴ 地域の観光資源、フィールドを活かした滞在型の観光商品づくり【観 AP１～４】 

・観光動向調査を継続（市観光協会窓口、佐田沈下橋周辺など） 

・スポーツ―リズムの推進（ﾌｧｲﾃｨﾝｸﾞﾄﾞｯｸｽ公式戦、合宿誘致活動など） 

・食のＰＶ「来た人がいちばんおいしいしまんと西土佐」を作成、ＰＲ（９種類､１

分 30 秒） 

・リバーベキュープロジェクトによる食のＰＲ（BBQ講演会、BBQ検定の実施） 

・四万十クーポン発行（新型コロナ対策事業） 

R３.１月～６月 5,000円×市内２万泊（市内登録店：宿泊34、ｸｰﾎﾟﾝ取扱345） 

換金実績 500円券177,528枚 88,764千円 

⑵ 広域連携による周遊観光の推進【観 AP５】 

・幡多広域観光協議会による商談やモニターツアーの実施、教育旅行受入 

２ 観光商品の外商の推進【P.19】 

⑴ 観光商品のセールス及び情報発信の強化【観 AP６～７】 

・商談会、セールス活動、モニターツアーの実施、教育旅行受入など 
（市観光協会、幡多広域観光協議会など） 
・デジタルパンフレットの作成、ＳＮＳ（ｲﾝｽﾀ､ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ､YouTube）での情報発信 

・リョーマの休日～自然＆体験キャンペーン～と連携したＰＲ活動等 

かわらっこにメガサップ、タンデムサップの導入 

３ おもてなしの向上【P.19】 

⑴ おもてなし環境の整備【観 AP８～９】 

・２次交通（川バスなど）の継続運行、インバウンド用バスパス発行 

・星羅四万十・よって西土佐ＢＢＱ施設整備、いやしの里・学遊館・カヌー館

の空調及びトイレ改修 

４ 組織力の強化と観光リーダーの発掘・育成【P.20】 

⑴ 観光人材の育成、確保【観 AP15～16】 

・観光ｶﾞｲﾄﾞﾐｰﾃｨﾝｸﾞ､ｶﾇｰｶﾞｲﾄﾞ養成講座､研修会､勉強会などを実施（市観光協

会､幡多広域観光協議会） 

 

高知県内の観光入込客数 

 H28 年 H29 年 H30 年 R１年 Ｒ２年 

入込客数 4,243,000人 4,406,000人 4,412,000人 4,388,348人 2,667,823人 

前年比 ＋3.8% ＋3.8% ＋0.1% ▲0.5% ▲39.2% 

 

観光入込客数 R６目標:130 万人以上  市内宿泊者数 R６目標:25 万人以上 

●ＧＷ・お盆・年末シーズンの観光客数（市観光協会） 

 市観光協会窓口 佐田沈下橋臨時案内所 

4/28～5/6 8/11～8/16 12/29～1/6 4/28～5/6 8/11～8/16 

R1年度 1,116人 279人 288人 14,221人 3,751人 
R2年度 － 273人 67人 － 4,067人 
R3年度 318人 100人  3,554人 1,583人 

前々年比 ▲71.5% ▲64.2%  ▲75.0% ▲57.8% 
 ※Ｒ２年度のＧＷは新型コロナウイルス拡大防止のため観光案内所を閉所  ※Ｒ３年度の佐田沈下橋臨時案内所は4/29～5/5の７日間のみ開所 

1,182,003人

1,173,511人

1,185,968人 1,193,182人
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観光入込客数 市内宿泊者数

※県内の観光入込客数は、Ｈ25 年から 400 万人を突破 
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151,827人 143,678人 146,798人
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▲53%▲54%▲44%▲26%▲40%
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出典：市観光動向調査

市内宿泊施設月別利用状況

Ｒ１ Ｒ２

食ＰＶ 

③ 
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⑤ 

② ① 
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 ●基本目標２『新しい人の流れをつくる』 

施策 令和３年度上半期 ＫＰＩ等 

⑴
移
住
定
住
の
促
進 

１ 移住相談・支援体制の充実【P.22】 

 ⑴ 移住推進員の配置 

・四万十市移住定住支援業務委託（NPO 法人四万十市への移住を支援する会：移住推進員４名配置） 

移住相談対応、移住支援住宅調査及び案内、移住相談会参加、定住支援など 

   ４～９月末月 移住支援登録：94組（R2:112 組） 

移住者数：14 組 27 人（R2:28 組 47 人） 

２ 情報発信と関係人口の拡大【P.23】 

 ⑴ ホームページの開設・充実による情報発信の強化 

  ・移住ホームページの項目整理、空き家情報の随時更新 

   ４～９月 移住ＨＰアクセス数 14,587 件（R2:29,389 件） 

 ⑵ 移住体験ツアーの実施や移住相談会等の開催及び参加 

  ・移住相談会のオンライン開催 

（いなか暮らしフェア、高知暮らしフェア） 

  ・オーダーメイドツアーの実施（７月） 

 ⑶ 四万十市ふるさと応援団の登録促進 

  ・応援団ニュース発行（毎月１回）、ふるさと納税と連携した寄附者の登録推進 

  ・新型コロナウイルスの影響で、土佐幡多の会交流会や幡多路ツアーが延期（６月） 

・成人式でのパンフ配付（５月） 

 ⑷ スポーツキャンプの誘致 

  ・R3 ソフトボール一般男子西日本大会誘致活動（６月）、安並テニスコート改修 

  ・新型コロナウイルスの影響で、スポーツ合宿等が中止（１団体） 

３ 移住・定住環境の整備【P.24】 

 ⑴ 移住支援住宅の確保 

  ・空き家の募集チラシを固定資産税通知書に同封、市広報での募集記事掲載 

・補助申請受付：小規模住宅改修補助金（９件） 

  ・お試し住宅（井沢）6-8 月１組４人 

 

 

⑵
市
外
か
ら
の
人
材
誘
致 

１ 多様な人材の確保【P.25】 

 ⑴ 地域おこし協力隊の配置と活用 

  ・研修会等の参加（協力隊員及び担当職員）、情報発信（協力隊新聞の発行、ホームページ更新） 

  ・隊員ごとに担当エリアで活動実施 

  ■配置状況（R3.9 月末時点：８名配置）  

所管課 人数 年齢 前住所 任期（最長３年） 活動エリア等 

企画広報課 
１名 50代 千葉県市川市 R1.7.1～R4.6.30 富山地区 

１名 40代 愛知県豊橋市 R3.8.16～R6.8.15 大川筋地区 

地域企画課 １名 40代 愛媛県四国中央市 R2.3.1～R5.2.28 目黒川流域 

観光商工課 １名 40代 東京都港区 R2.10.1～R5.9.30 中村地域（中心市街地の活性化） 

まちづくり課 １名 30代 千葉県習志野市 Ｒ2.10.1～Ｒ5.9.30 中村地域（まちなか景観形成） 

農林水産課 
１名 30代 香川県高松市 R3.8.1～R6.7.31 中村地域（農業振興） 

１名 20代 奈良県橿原市 R3.9.1～R6.8.31 中村地域（ぶしゅかん振興・販路拡大） 

産業建設課 １名 40代 高知県高知市 R2.11.1～R5.10.31 西土佐地域（農業振興） 

  ■募集及び着任予定 

所管課 人数 年齢 前住所 任期（３年間） 活動内容等 

地域企画課 １名 ― ― R3.12月雇用予定 天体観測、地域資源活用 

地域企画課 ２名 ― ― ― 西土佐地域の地域振興 

 ⑵ 高等教育機関の誘致 

  ・県知事や下田地区との意見交換会等を実施 

・県教育委員会への学校法人によるニーズ調査（学校法人実施）の周知依頼 

 9/9 地域再生計画の申請（遊休化する学校施設を活用した看護大学誘致による地域再生計画） 

 

４ 令和３年度上半期の主な取り組み（2/4） 

3人 6人 5人
6人 7人

8人
8人

4人
5人

1人 3人
4人

7人

8人 8人
3人

7人 7人

10人

15人
16人

19人
21人

25人

1人
1人

3人

4人
8人

9人

13人

18人

20人

0人

5人

10人

15人

20人

25人

30人

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
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▲53人 ▲14人 ▲66人

64人

▲165人

23人 ▲7人

▲206人

▲90人 ▲55人

1,266人
1,194人

1,200人

1,166人
1,153人 1,127人 1,128人

1,153人

1,014人 1,038人 1,094人

1,253人 1,247人 1,214人 1,232人
1,089人

1,292人
1,105人 1,160人

1,220人

1,128人 1,149人

400人

600人

800人

1,000人

1,200人

1,400人

▲400人

▲200人

0人

200人

400人

600人

H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 H31年 R２年

社会増減 転入者 転出者 出典:住民基本台帳移動報告（総務省）

社会動態の推移 

※ページ番号は進捗管理シートのページ数 
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 ●基本目標３『若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる』 

施策 令和３年度上半期 ＫＰＩ等 

⑴
若
い
世
代
の
結
婚
・
妊
娠
・
出
産
・
子
育
て
の
希
望
を
か
な
え
る 

１ 総合的な結婚支援【P.27】 

 ⑴ 出会いのきっかけ応援事業 

  ・出会いサポート事業（少人数での引き合わせ）実施 

   引き合わせ：４回実施（カップル成立数:４組） 

婚活イベント：コロナ禍により中止（２件、７月・８月） 

  ・出会いサポート事業新規登録者４名（男性３名、女性１名） 

２ 安全・安心な妊娠や出産のための支援【P.28】 

 ⑴ 妊娠初期からの母体の健康管理の充実 

  ・妊娠届出時の全妊婦への面談等を実施 

  ・支援が必要な妊婦には、支援プランを作成し、関係機関と連携 

して妊娠中からの支援を実施 

   ４～９月 妊娠届出者 101 人（うちプラン作成件数 101 件） 

 ⑵ 妊婦教室の実施 

   ４～９月 妊婦教室３回実施、延べ 15 名参加（妊婦９名、夫６名） 

 ⑶ 妊娠期から子育て期までの支援情報の提供 

  ・子育て支援ガイドブック「おやこっこ」による情報提供 

   母子健康手帳交付時や、転入した妊婦や乳幼児家庭に配布 

３ 子どもの健やかな成長と発達のための支援【P.29】 

 ⑴ 乳児家庭全戸訪問事業の推進（こんにちは赤ちゃん事業） 

  ・生後４か月未満の乳児家庭への訪問を実施 

R3.４月～R3.９月生まれ 72 人のうち 66 人訪問（10/11 現在） 

 ⑵ 相談支援体制の充実 

  ・関係機関と連携した妊娠期から乳幼児期まで切れ目なく支援 

・健診（乳児、１歳６か月（９か月）、３歳児）による成長発達の確認等を実施 

 ⑶ 口からはじまる健康づくりの推進 

  ・保育所、小学校でのフッ化物洗口の実施 

全保育園、小学校 10 校、中学校２校 

４ 保育サービスの充実【P.30】 

 ⑴ 低年齢児保育の受け入れ体制の整備、 

休日保育実施施設の拡充 

  ・あおぎ保育所保育室増築 

   ０歳児受け入れ体制： 0 名→R3 年度 15名 

  ・公私連携幼保連携型認定こども園移転改築 

   ０歳児受け入れ体制：18 名→R3 年度 20名 

・休日保育実施施設：１か所→R3年度２か所 

５ 地域での子育て支援の充実【P.30】 

 ⑴ 地域子育て支援センター事業の充実 

  ・親子ふれあい活動等の実施 

1・2・3歳児対象（ぽっぽ）、０歳児・妊婦対象（ぴよちゃんクラブ） 

   ぽっぽの広場、お誕生会、体育遊び、育児相談、栄養相談など 

 ⑵ 子育てサークルや子育て支援に関する団体への支援及び連携 

  ・子育て支援活動を行う４団体への支援（補助） 

   （ｶﾄﾞﾙﾌｧﾐﾘｰ、NPO 法人スマイルはたっこ、Mam-Hug、中村子ども劇場） 

  ・子育て応援団の活動を後援し、運営を支援 

   マム＆チルドレン６回実施（コロナ禍で３回中止、８-９月） 

 ⑶ ファミリーサポートセンター事業の充実 

  ・援助会員を対象とした基礎講習会・実務講習会、会員交流会の実施。 

   ４～９月 会員 15 人増加 

（依頼会員 12 人増加、援助会員１人増加、両方会員２人増加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 令和３年度上半期の主な取り組み（3/4） 

2人
6人

12人

27人
29人

36人

0人

10人

20人

30人

40人

H27 H28 H29 H30 R1 R2

放課後児童支援員数

▲176人 ▲210人 ▲220人 ▲238人 ▲316人
▲242人 ▲259人 ▲313人

▲221人 ▲236人
▲294人

276人 265人 247人 250人 229人
268人 262人

208人
264人

216人 219人

452人 475人 467人 488人
545人 510人 521人 521人 485人 452人 513人

▲400人

▲200人

0人

200人

400人

600人

H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 H31年 R２年
自然増減 出生数 死亡数 出典：人口動態調査（厚生労働省）

自然動態の推移 

※ページ番号は進捗管理シートのページ数 
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100人

H30 R1 R2 R3
(9月末)

出会いサポート事業登録者数（累計）

57人, 

67%

28人, 

33%

R3.9月末の男女比

男性

女性

3,964組
3,909組

4,809組 4,786組 4,763組※

4,552組

3,000組

3,500組

4,000組

4,500組

5,000組

5,500組

6,000組

H27 H28 H29 H30 R1 R2

子育て支援センター利用組数

※西土佐地域の組数を把握していないため、人数

を組数としてカウント(R1利用者 111人) 

子育て支援ｾﾝﾀｰ事業 

71人, 

62%

33人, 

29%

11人, 

9%

会員内訳

依頼会員
援助会員
両方会員

75人
100人
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115人
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180人

200人
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(4月)

R3
(5月)

R3
(6月)

R3
(7月)

R3
(8月)

R3
(9月)

ファミリーサポートセンター会員数等(累計)

会員数 ペア成立数 利用件数

① ② 

③ ④ 

⑤ 



 - 13 - 
 

 

 ●基本目標４『地域にあった小さな拠点をつくり、まちとの連携により市民の暮らしを守る』 
施策 令和３年度上半期 ＫＰＩ等 

⑴
地
域
に
お
け
る
く
ら
し
の
維
持
と
創
生 

１ 小さな拠点等の整備促進と活動支援【P.32】 

 ⑴ 集落活動センターの整備促進と取り組みの支援 

  ・大宮地区集落活動センター「みやの里」の活動支援 

   加工販売部会で弁当販売、スイーツづくり実施 

  ・大川筋地域での集落活動センター設立支援 

   準備委員会６回、三役会１回等 

   産業部会・福祉部会において事業検討 

２ 中山間地域の生活支援【P.32】 

 ⑴ 生活用品・生活用水の確保 

  ・田出ノ川地区簡易給水施設実施設計 

 ⑵ デマンドバス等の移動手段の維持・確保及び利用促進 

  ・地域公共交通活性化協議会 5/28 書面開催 

 ⑶ ＪＲ予土線の利用促進（予土線利用促進対策協議会） 

  ・総会 7/6 

  ・ラッピング列車「ウルトラトレイン」運行（7/22～） 

 

 

 

 

 

 

 

地域 運行形態 運行エリア・路線 

中村地域 

デマンド交通 東富山・東蕨岡、八束、後川、西富山・西蕨岡 

自家用有償旅客運送 勝間川線、有岡線、江ノ村・森沢線 

廃止代替路線 市内 11系統（※まちバス含む） 

西土佐地域 
デマンド交通 北部エリア、中部エリア、共通エリア 

自家用有償旅客運送 黒尊線（口屋内、玖木、奥屋内、黒尊） 
 

⑵
地
域
で
支
え
あ
う
活
動 

や
取
り
組
み
の
推
進 

１ 住民が住み慣れた地域で、いつまでも安心して健康に暮らせる地域づくりの推進【P.34】 

 ⑴ 健康・福祉地域推進事業 

  ・「地区健康福祉委員会」委託事業（113 地区） 

介護予防・健康推進事業、支えあいの地域づくり事業の実施 

  ・100 歳体操 DVD の配布（29地域、96 枚） 

 ⑵ あったかふれあいセンター事業 

  ・あったかふれあいセンター運営委託 

（アルメリア、愛ハピネス、いちいの郷） 

   高齢者の方などの元気づくりや見守り、相談のほか、障害者等の社会参加へのつなぎ等の活動を実施 

  ・各センターの取り組み充実・連携向上を図るため、関係機関を交えて情報交換等を実施 

 

⑶
に
ぎ
わ
い
の
あ
る 

ま
ち
づ
く
り 

１ 安全・安心に暮らすことができる災害に強いまちづくり【P.35】 

 ⑴ 全戸訪問による住宅耐震化及び家具転倒防止対策の促進 

  ・広報等で耐震化の必要性を周知・啓発 

・学校等での学習会で耐震化、家具転倒防止対策の必要性を説明（５回） 

 ⑵ 出火や延焼防止対策の推進 

  ・消火栓の設置（市内２箇所） 

 ⑶ 防災士の養成 

  ・一般市民、自主防災組織等に防災士の資格取得を推進 

（10 月 防災士養成講座） 

 

⑷
広
域
連
携
に
よ
る
魅
力
あ
ふ
れ
る 

地
域
づ
く
り 

１ 広域連携による取り組みの推進【P.36】 

 ⑴ 幡多地域定住自立圏の形成 

   8/24 ビジョン懇談会、共生ビジョン改定 

 ⑵ 地域公共交通ネットワークの構築 

  ・土佐くろしお鉄道中村・宿毛線運営協議会 

幹事会 7/9、総会 8/5 

  ・高知県地域交通会議：幡多ブロック幹事会 6/15 

  ・バス車両更新の方針決定（R4-R8 ５年間で５台更新） 

 ⑶ 標準的なバス情報フォーマット（GTFS-JP）の整備 

  ・Google マップやナビタイム等の各検索サイトを通じてユーザー 

が圏域内のバス情報の検索が可能。 

 ⑷ れんけいこうち広域都市圏による連携事業の推進（21 事業） 

  ・推進会議（首長会議）7/27、ビジョン懇談会 8/3、事業調整チーム Web 会議 8/24、担当者会議 4/26 

 

 

４ 令和３年度上半期の主な取り組み（4/4） 
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あったかふれあいセンター利用及び支援者数

３施設合計 アルメリア 愛ハピネス いちいの郷
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※ページ番号は進捗管理シートのページ数 
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健康福祉委員会の組織率

市内全域

中村地区

中村地区以外

大川筋地域準備委員会 

 

バス車両更新 

ラッピング列車「ウルトラトレイン」 

防災士による講習 

① ② 

③ ④ 

⑤ ⑥ 

⑦ ⑧ 
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１ 《ＫＰＩ》の変更 

No 評価指標 基準値 目標値（R6） 修正内容 戦略頁 修正理由 

１ 生活用水確保支援事業 ― 
Ｒ３までに 

１箇所 

目標値（Ｒ６） 

【修正前】Ｒ３までに１箇所 

【修正後】Ｒ６までに４箇所 

P38 
「生活用水確保支援事業計画」の計画延長により、新たに令和６年度までを計画期
間とする整備計画を策定したため、目標値を修正するもの 

２ 《具体的な事業》の追加等 

No 事業名 事業概要 戦略頁 改訂箇所 

１ 看護系４年制大学の誘致 

圏域内に看護系４年制看護大学を誘致し、高度な知識や技

術を習得できる教育機会の確保や進学先の選択肢の増加、

看護人材の育成・確保とともに、若者の転出抑制、流入人口

の拡大を図るもの。 

P42 
基本目標４ 
４）広域連携による魅力あるれる地域づくり➤①広域連携による取り組みの推進 

３ 記載内容の変更等 

No 戦略頁 改訂箇所 変更後 現行 

１ P38 
基本目標４ 
１）地域におけるくらしの維持と創生 
➤②中山間地域の生活支援 

《具体的な事業》 
・生活用品・生活用水の確保（地域支援総合事業：
現事業計画Ｒ６まで） 

・生活用品・生活用水の確保（地域支援総合事業：
現事業計画Ｒ３まで） 

２ P42 
基本目標４ 
４）広域連携による魅力あふれる地域づくり 
➤①広域連携による取り組みの推進 

《具体的な事業》 
・地域公共交通ネットワークの構築 
（土佐くろしお鉄道・生活バス路線等の維持、標
準的なバス情報フォーマット（GTFS-JP）の整備） 

・地域公共交通ネットワークの構築 
（土佐くろしお鉄道・宿毛佐伯航路・生活バス路
線等の維持、標準的なバス情報フォーマット
（GTFS-JP）の整備） 

 

５ 第２期総合戦略の改訂（案） 


